
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

この資料は、平成1５年度一般会計決算（速報値）の概要を取りまとめたもので

す。なお、決算については、監査委員の審査を経て、第３回市会定例会に上程する

こととなります。 

財 政 局 
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１．平成１５年度一般会計決算のポイント                   

 
 
 
 
 
   
 
 
 

 
 

 
１５年度の一般会計決算における実質収支、いわゆる決算剰余金は、前年度に比べ約 30

億円増の38億 3,000万円となり、過去10年間で2番目に大きな額となりました。 

これは、市税や県税交付金が予算に比べ増収となったことや、職員一人ひとりが徹底した

コスト意識を持ち、より効率的・効果的な事業執行に努めたことなどによるものです。 

特に、15 年度に創設した「予算におけるメリットシステム」により、約９億円を節減し

たことが、実質収支の増要因となっています。 

《実質収支》前年度に比べ約３０億円増加し、過去 10 年間で２番目に大きな額 

 

◇一般会計決算の状況                            (単位：百万円) 

 １５年度① １４年度② 増減①－② 増減比 

歳入決算額    Ａ 1,341,030 1,338,093 2,937 0.2% 
歳出決算額    Ｂ 1,327,861 1,324,304 3,557 0.3% 
形式収支 Ｃ＝Ａ－Ｂ 13,169 13,789 ▲620  
繰越財源     Ｄ  9,339 13,044 ▲3,705  
実質収支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 3,830 745 3,085  
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実質収支の推移

545672208

983

5,215

967 802 970
745

3,830

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

単位：百万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 実質収支：形式収支（歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額）から翌年度に繰り越す事業に充てるための財 
源を差し引いたもので、当該年度に属すべき収入と支出の差を示しています。 

        その金額の 1/2 は財政調整基金に繰り入れ、1/2 は前年度繰越金として翌年度の歳入となります。 

１ 



詳しくは４～８ページをご覧下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

歳入は、市税や地方交付税などが減となった一方で、国庫支出金の増や臨時財政対策債の

活用などにより、ほぼ前年度並みの１兆 3,410 億 3,000 万円、前年度決算比 0.2％(29

億 3,700万円)増となりました。 

 

歳出は、効率的な事業執行に努めながら、様々な市民ニーズに対応した結果、ほぼ前年度

並みの１兆３,２７８億 6,1００万円、前年度決算比０.３％(35 億 5,700 万円)増となりま
した。 
 

歳入・歳出ともに、過去10年間で、前年度に次いで２番目に小さい規模となります。 

《歳入・歳出》ほぼ前年度並み 

過去10年間で２番目に小さい規模

 
歳入決算額の推移
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歳出決算額の推移
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   詳しくは５・２３ページをご覧下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市税は、個人市民税(▲112億 4,400万円)や固定資産税(▲125億 4,900万円)の減など
により、前年度決算比 3.5％減(▲240 億 5,800 万円)の 6,543 億 8,500 万円となりまし
た。これは過去10年間で最も低い額となります。 
一方、納税環境の厳しい中「特別滞納整理班」の設置など、局区一体となった収納対策に積

極的に取り組んだ結果、収納率については、前年度比で0.5 ポイントと大幅に向上し、94.6％

と過去10年間で最高となりました。また、滞納額も前年度より４8億円減少し317億円と

なり、過去10年間で最も低い額となりました。 

《市税》前年度に比べ 3.5％減、過去 10 年間で最も低い額

 
市税決算額と収納率の推移
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                           詳しくは６・７ページをご覧下さい。 
 
 
 
 
 

 

 

減税補てん債、臨時財政対策債を除く一般会計の市債発行額は、引き続き発行抑制に努

めた結果、対前年度8.2％減の697億 8,600万円となりました。 

市債残高は2年連続で減少(前年度決算比▲０.5％、▲95億 6,200万円)しました。 

《市債》発行額は前年度に比べ 8.2％減 
    市債残高は２年連続減少 

  ○平成 15年度末市債残高 
一般会計 １兆 9,209億 6,100万円(減税補てん債、臨時財政対策債等を除く)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市債発行額及び市債残高の推移
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※１ 減税補てん債：恒久的減税等による地方税減収額を補てんするために発行が認められた地方債で、元利償還

金が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入されるものです。 
※２ 臨時財政対策債：地方財政の財源不足を補てんするために発行が認められた地方債で、元利償還金が後年度の

地方交付税の基準財政需要額に算入されるものです。 

３


